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１ 事業の概要 

生活排水対策及び生活基盤整備を緊急に実施する必要がある地域において、市町村自ら

設置主体となって、浄化槽の面的整備を行う事業が平成６年度より実施されています。浄

化槽の設置と維持管理は全て管理者である市町村が行うことになりますので、住民から見

たときには維持管理や費用負担について、個別に下水道等が整備されたことと同等の負担

ですむことになります。 

（１）目的 

市町村が設置主体となって戸別（共同住宅にあっては、当該共同住宅１棟をもって１

戸とする。以下同じ）の浄化槽を特定の地域を単位として整備し、し尿と雑排水を併せ

て処理することにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与することを目的とし

ています。 

（２）事業の内容 

生活排水処理を緊急に促進する必要がある地域において、地域を単位として浄化槽の

計画的な整備を図るため、市町村が設置主体となって浄化槽の整備を行うために必要な

費用を助成する事業です。 

（３）補助対象地域 

ア．水道原水水質保全事業の実施の促進に関する法律第５条の規定に基づく都道府県計

画に定められた浄化槽の整備地域。 

イ．下水道法の認可を受けた事業計画に定められた予定処理区域以外の地域であって、

次のいずれかに該当する地域 

（ア）湖沼水質保全特別措置法に規定する指定地域であって、環境大臣が認める地域。 

（イ）水質汚濁防止法により指定された地域（第五次水質総量規制指定地域）であっ

て、環境大臣が認める地域。 

（ウ）～（サ）は略 

２ 財政措置の概要 

この事業では、設置費と事務費について国の財政措置が講じられています。設置費に

対する財政措置については、浄化槽の設置費用の1/3 が国庫補助となるほか、設置費用

の17/30は地方負担となり、下水道事業債を充当することができ、この元利償還金の50％

相当については、後年度事業費補正により基準財政需要額に算入（交付税措置）される

こととなっています。 

浄化槽市町村 

整備推進事業 

（市町村設置型） 

 浄化槽設置費用 

分 担 金 

1 /10
下  水  道  事  業  債 

（元利償還金 50％相当は交付税措置） 

17 / 30

国庫補助 

 1 / 3

６－２ 浄化槽市町村整備推進事業とは、どのようなものですか。  ６－２　浄化槽市町村整備推進事業とは、どのようなものですか。
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